
 
１ 個人情報取扱事務の登録 
   各実施機関において、個人情報保護条例第６条の規定に基づき、個人情報を取り扱う事務につい
て、個人情報取扱事務の名称及び目的並びに取り扱う個人情報の対象者の範囲、記録項目及び収集
先等を記載した個人情報取扱事務登録簿を作成し、一般の縦覧に供した。 
 
（表１）個人情報取扱事務登録簿の登録件数 

担 当 部 局 名 １８年度（件） 

知 事  １，２３６ 
政 策 企 画 部 ４１ 
総 務 部 ６６ 
生 活 文 化 部 ３１ 
に ぎ わ い 創 造 部 ２０ 
健 康 福 祉 部 ５３３ 
商 工 労 働 部 １９５ 
環 境 農 林 水 産 部 ５４ 
都 市 整 備 部 １１３ 
住 宅 ま ち づ く り 部 １７４ 
出 納 局 ４ 

担
当
部
局
別
内
訳 

契 約 局 ５ 
教 育 委 員 会 １３８ 
選 挙 管 理 委 員 会 ３ 
人 事 委 員 会 ０ 
監 査 委 員 ０ 
公 安 委 員 会 ３ 
労 働 委 員 会 ３ 
収 用 委 員 会 ２ 
海 区 漁 業 調 整 委 員 会 １ 
内 水 面 漁 場 管 理 委 員 会 １ 
水 道 企 業 管 理 者 ４１ 
警 察 本 部 長 ２１１ 
地方独立行政法人大阪府立大学 ３５ 
地方独立行政法人大阪府立病院機構 ９０ 

合     計 １，７６４ 
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２ 個人情報の取扱いに関する個人情報保護審議会への諮問 
   条例上、実施機関から個人情報保護審議会への諮問を要する個人情報の例外的取扱いについて、
平成１８年度は、４１件の諮問があり、すべて諮問を承認する旨の答申があった。 
 
  （表２）実施機関等における個人情報の取扱いに関する個人情報保護審議会への諮問及び答申の状況 

答申の内訳 
諮問事項 

１７年度
から繰越 

１８年度
諮 問 

１８年度
答 申 承認 不承認 

１９年度
へ 繰 越 

本人収集の原則の例外 
（７条３項７号） 

  ０   ５   ５   ５   ０   ０ 

センシティブ情報の収集禁止原則の
例外（７条５項） 

  ０   １   １   １   ０   ０ 

目的外利用・提供禁止原則の例外 
（８条１項９号） 

  ０ ３１  ３１  ３１   ０   ０ 

オンライン結合による個人情報の外
部提供禁止の例外（８条３項）   ０ 

  ４ 
 （１） 

  ４ 
 （１） 

  ４ 
 （１） 

  ０   ０ 

計 
  ０ 

 ４１ 
 （１） 

 ４１ 
 （１） 

 ４１ 
 （１） 

  ０   ０ 

（注）件数は、根拠条文ごとの延べ件数である。 

    カッコ内の数値は、条例第５３条の２の規定に基づき住宅供給公社等が諮問した事案の件数（内数）である。 

 
（参考）実施機関等から個人情報保護審議会へ諮問を要する事項 

諮問事項 根拠条文 

本人収集の原則の例外 
７条３項７号（５３条の２、５３
条の３第１項） 

センシティブ情報の収集禁止原則の例外 
７条５項（５３条の２、５３条の
３第１項） 

目的外利用・提供禁止原則の例外 ８条１項９号（５３条の３第１項） 

個人情報
の例外的
取扱い 

オンライン結合による個人情報の外部提供禁止の例外 
８条３項（５３条の２、５３条の
３第１項） 

不服申立
て 

行政不服審査法に基づく不服申立てに対する決定又は
裁決 

３５条（５３条の３第１項） 

事業者に対する勧告 ５１条 事業者に
対する措
置等 事業者に係る事実の公表 ５２条 

（注）上記は、大阪府個人情報保護審議会諮問要領２により、実施機関等（実施機関、指定実施機関並びに大阪府住宅
供給公社、大阪府土地開発公社及び大阪府道路公社）から審議会へ諮問を要するとされているものを掲記した。 
このほかにも、実施機関は、是正の申出の内容を勘案して必要があると認めるときは、個人情報保護審議会へ諮
問することができ（３４条２項）、また、知事は、事業者が個人情報を取り扱う際に準拠すべき指針を作成すると
きは、個人情報保護審議会へ諮問しなければならないとされている。 

 
   
３ 個人情報の開示請求 
 
［請求件数］ 
個人情報の開示の請求件数は８１件で、平成１７年度に比べ約６０％の増加となった。これは、平
成１８年４月１日から公安委員会及び警察本部長が実施機関となったことにより、警察本部長への開
示請求件数が新たに加算されることとなったことによるものである。 
なお、８１件の請求のうち、本人からの請求は７０件、法定代理人からの請求は１１件であった。 
これらの請求に対し、実施機関が８６件の決定を行った（１件の請求において複数の個人情報の開
示が請求されている場合は、複数の決定が行われることがある。）。その内訳は次表のとおりである。 
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（表３）個人情報開示請求及び決定の件数 

１８年度（件） 
区分 

  知事等 警察本部長 

１７年度（件） 
  

個人情報開示請求の件数 ８１ ５１ ３０ ５１ 

実施機関の決定の件数 ８６ ５６ ３０ ５４ 

全部開示 ３３ ３０ ３ ３３ 

部分開示 ３３ １２ ２１ ８ 

非開示 ０ ０ ０ ０ 

不存在による非開示 １６ １３ ３ １３ 

適用除外による非開示（第４６条） １ ０ １ ０ 

要件不備による非開示（第１７条第１項、第
２項） 

０ ０ ０ ０ 

開示請求拒否（存否応答拒否）（第１６条） ２ ０ ２ ０ 

内 

訳 

却下（第１２条第２項ただし書） １ １ ０ ０ 

 
［実施機関別開示請求件数］ 
実施機関別・担当部局別では、警察本部（３０件）に対する開示請求が最も多く、次いで、健康福
祉部（２５件）、教育委員会（１５件）の順である。 
   
（表４）実施機関別・担当部局別の開示請求件数 

担 当 部 局 名 １８年度（件） 

知 事  ３６ 
政 策 企 画 部 １ 
総 務 部 ６ 
生 活 文 化 部 ０ 
に ぎ わ い 創 造 部 ０ 
健 康 福 祉 部 ２５ 
商 工 労 働 部 ３ 
環 境 農 林 水 産 部 ０ 
都 市 整 備 部 １ 
住 宅 ま ち づ く り 部 ０ 
出 納 局 ０ 

担
当
部
局
別
内
訳 

契 約 局 ０ 
教 育 委 員 会 １５ 
選 挙 管 理 委 員 会 ０ 
人 事 委 員 会 １ 
監 査 委 員 ０ 
公 安 委 員 会 ０ 
労 働 委 員 会 ０ 
収 用 委 員 会 ０ 
海 区 漁 業 調 整 委 員 会 ０ 
内 水 面 漁 場 管 理 委 員 会 ０ 
水 道 企 業 管 理 者 ０ 
警 察 本 部 長 ３０ 
地方独立行政法人大阪府立大学 ０ 
地方独立行政法人大阪府立病院機構 ０ 

（注）知事に対する請求で複数の担当部局にまたがるものは各担当部局に計上している。 
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［非開示規定の適用状況］ 
部分開示決定、非開示決定、開示請求拒否決定を合わせた３５件のうち、１４件において第三者の
個人情報の規定、１件において法人等情報の規定、１７件において事務執行支障情報の規定、１１件
において評価等情報の規定、２３件において公共安全支障情報の規定が適用されている。 
 
（表５）非開示規定の適用状況 

 
区 分 非 開 示 理 由 

１８年度 
（件） 適 用 率

（％） 

法人等情報（１４条１項１号、２項１号） １ 2.9 

意思形成支障情報（１４条１項２号、２項１号） ０ 0 

事務執行支障情報（１４条１項３号、２項１号） １７ 48.6 

評価等情報（１４条１項４号、２項１号） １１ 31.4 

公共安全支障情報 ２３ 65.7 

公共安全支障情報（１４条１項５号） ０ 0 

公共安全支障情報（１４条２項２号） ４ 11.4 
内
訳 
公共安全支障情報（１４条２項３号） ２３ 65.7 

本人安全支障情報（１４条１項６号） ０ 0 

開示しない
ことができ
る情報 
 

未成年者等権利利益侵害情報（１４条１項７号） ０ 0 

第三者の個人情報（１３条１号） １４ 40.0 

法令秘情報（１３条２号） ０ 0 

開示して

はならな

い情報 法定受託事務情報（１３条３号） ０ 0 

決定件数（部分開示＋非開示＋開示請求拒否の件数） ３５ 100 

（注）公共安全支障情報については、１４条１項５号が、公安委員会及び警察本部長を除く実施機関に、１４条２項

２号及び３号が、公安委員会及び警察本部長に、適用される（１４条２項２号と３号が同時に適用される場合は

内訳では両方に計上しているが、公共安全支障情報全体では１件と数えている。）。 

 
［決定期間の状況］ 
 ８６件の決定件数のうち、条例第１９条第２項に基づく決定期間の延長が行われたものは、１件、
条例第１９条の２第１項に基づく決定期間の特例が適用されたものは、０件であった。 
 なお、決定期間の延長が行われた１件は、開示請求に係る個人情報に情報が記録されている第三者
に意見書提出の機会を付与したものである。 
 
（表６）決定期間の状況 

区        分 １８年度（件） 

公開請求件数 ８６ 

本則どおり（１５日以内） ８５ 

決定期間の延長を行った件数（３０日以内） １ 

決定期間の特例を適用した件数（３０日超） ０ 
（注）決定期間の末日が、大阪府の休日（日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律に規定する休日又は 12 月 29
日から 1月 3日までの日）に当たる場合は、その翌日に決定を行っている場合がある。 
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４ 個人情報の訂正請求及び利用停止請求 
個人情報の訂正の請求件数は１件である。 
これに対し実施機関（知事）は、非訂正の決定を行った。 

 
（表７）個人情報訂正請求の件数 
 
 
 
 
 
 
（表８）決定期間の状況 

区        分 １８年度（件） 

訂正請求件数 １ 

本則どおり（３０日以内） １ 

決定期間の延長を行った件数（６０日以内） ０ 

決定期間の特例を適用した件数（６０日超） ０ 

 
※なお、個人情報の利用停止請求は０件であった。 
 
５ 指定管理者の取り扱う個人情報に係る開示請求等 
   指定管理者による地方自治法第２４４条第１項に規定する「公の施設」の管理に係る個人情報に
ついても、当該指定管理者の管理に係る公の施設を所管する実施機関（指定実施機関）に対して、
開示等を請求できることとされているが、平成１８年度の請求件数は、開示、訂正、利用停止とも
０件であった。 
 
６ 非開示決定等に対する不服申立て 
個人情報開示請求等に対する実施機関の決定について、平成１８年度は１０件の不服申立てがあ
った。 
不服申立ては、個人情報審議会に諮問し、その答申を尊重して再決定等の処理を行うこととなっ
ており、平成１７年度から繰り越した２件を含めた平成１８年度の処理状況は以下のとおりである。 
 
（表９）不服申立ての処理状況 

（件） 

処 理 件 数 
区  分 

係属事案 

計 

取下げ 

件 数 計 認容 
一部 

認容 
棄却 却下 

１９年度 
へ 繰 越 
件 数 

１７年度から繰越事案 ２ ０ ２ ０ ０  ２ ０ ０ 

開示請求関係 １    １     １   
 
利用停止請求関係 １   １    １   

１８年度申立て事案 １０ ２ ３ ０ １ ２ ０ ５ 
開示請求関係 ９  ２ ３   １  ２  ４ 

 
訂正請求関係 １ ０  ０  ０ ０   １ 

計 １２ ２ ５ ０ １ ４ ０ ５ 
開示請求関係 １０ ２ ４   １ ３  ４ 

訂正請求関係 １ ０ ０  ０ ０  ０  

利用停止請求関係 １ ０   １  ０  １    １ 

区 分 １８年度（件） 

個人情報訂正請求の件数 １ 

実施機関の決定の件数 １ 

内訳 非訂正 １ 
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 ７ 簡易開示 
   条例第２２条第１項では、個人情報の開示に当たり、その内容が定型的であらかじめ開示に関す
る判断を一律に行うことができ、一度に多くの請求が見込まれるものについて、請求者の負担等を
考慮し、口頭による即時開示、いわゆる簡易開示制度を認めている。 
   口頭により開示請求ができる個人情報は、次のとおりである。 
 
（表１０）口頭により開示請求ができる個人情報 

（平成１８年４月１日現在） 

口頭により開示請求を行うことができる 
個人情報の項目 

口頭により開示請求を 
行うことができる期間 

口頭により開示
請求を行うこと
ができる場所 試験等の名称 開示する内容 

行政書士試験 短答式試験及び論述試験
の得点 

合格発表の日から 5年間 
随時 

市町村課 

准看護師試験 総合得点、科目別得点 合格発表の日から１月間 医務・福祉指導室
医療対策課 

歯科技工士試験 
 

総合得点、科目別得点、 
100点換算の得点 

合格発表の日の翌日から
１月間 

地域保健福祉室 
健康づくり感染
症課 

薬種商販売業認定試験 総合得点、科目別得点、 
合格点 

合格発表の日から１週間 薬務課 

毒物劇物取扱者試験 総合得点、科目別得点、 
合格点 

合格発表の日から２週間 薬務課 

調理師試験 
 

総合得点、科目別得点 合格発表の日から１月間 食の安全推進課 

製菓衛生師試験 総合得点、科目別得点 
 

合格発表の日から１月間 食の安全推進課 

クリーニング師試験 科目別得点、合格点 
 

合格発表の日から 1月間 環境衛生課 

採石業務管理者試験 総合得点、科目別得点 合格発表の日から１月間 商工振興室経営
支援課 

砂利採取業務主任者試験 総合得点、科目別得点 合格発表の日から 1月間 商工振興室経営
支援課 

家畜人工授精師養成講習会
修了試験 

総合得点、科目別得点 合格発表の日から 2月間 動物愛護畜産課 

狩猟免許試験 知識試験及び技能試験の
得点、適性試験の適否 

合格発表の日から 1月間 動物愛護畜産課 

食とみどりの総合技術セン
ター農業大学校入学試験 

総合得点、科目別得点、 
総合順位 

合格発表の日から３月 31
日まで 

府立食とみどり
の総合技術セン
ター 

技能検定 総合得点、科目別得点 合格発表の日から 1月間 雇用推進室能力
開発課 

職業訓練指導員試験 総合得点 合格発表の日から 1月間 雇用推進室能力
開発課 

大阪府立高等学校及び大阪
府立工業高等専門学校入学
者選抜 
・一般入学者選抜全日制の課程 
・一般入学者選抜定時制の課程 
・全日制の課程専門学科第一次

入学者選抜 
・全日制の課程総合学科入学者

選抜 
・海外から帰国した生徒の入学

者選抜 
・中国帰国生徒及び外国人生徒

入学者選抜 
・全日制の課程補充入学者選抜 
 

・学力検査の科目別得点 
・「総合学科入学者選抜」及

び 
「一般入学者選抜全日制の課 
程」普通科（単位制高等学 
校）における小論文の得点 
・「英語科及び国際教養科に

おける海外から帰国した生

徒の入学者選抜」並びに「中

国帰国生徒及び外国人生徒

入学者選抜」における作文

の得点 
・調査書中の各教科の評定（提

出されている者のみ） 
 

4月１日から同月 14日 
まで 
 

当該入学者選抜
を実施した府立
高等学校又は府
立工業高等専門
学校 

大阪府立高等支援学校入学
者選抜 
 

適性検査の得点、調査書中
の各教科の評定 

4月 1日から同月 7日まで 当該府立高等支
援学校 
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平成１８年度の簡易開示の状況は以下のとおりである。 
 
（表１１）簡易開示の状況 

試験等の名称 １８年度（件） 

歯科技工士試験 １６ 

薬種商販売業認定試験 ２６ 

毒物劇物取扱者試験 １２０ 

調理師試験 ６５０ 

製菓衛生師試験 ７７ 

大阪府立高等学校及び大阪府立工業高等専門学校
入学者選抜 ２１，３１１ 

大阪府立高等支援学校入学者選抜 １ 

           計 ２２，２０１ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      

 


